
基安労発 0622 第１号 

基安化発 0622 第１号 

平成 29 年６月 22 日 

 

 

 都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

 

                   厚生労働省労働基準局安全衛生部 

労 働 衛 生 課 長 

化学物質対策課長 

                            （ 契 印 省 略 ) 

 

 

特定の吸入性有機粉じんによる肺疾患の調査等の実施について 

 

 

 平成 29 年４月 28 日付け基安発 0428 第２号「特定の吸入性有機粉じん等によ

る肺疾患の防止について」において、関係事業者に対する指導等の指示がなされ

たところあるが、その具体的な方法を下記の通り示すので、対応をお願いする。 

 

記 

 

１ 製造事業場等に対して行った要請内容 

  別添の平成 29 年４月 28 日付け基安労発 0428 第１号、基安化発 0428 第１

号「特定の吸入性有機粉じんによる肺疾患の防止の要請に当たって留意すべ

き事項について」（以下「関係局通知」という。）のとおり、関係労働局あて

通知し、所轄署から吸入性ポリマーメーカー（関係局通知の４社をいう。以

下同じ。）を通じて流通先事業場への要請を行っているので了知すること。 

 

２ 吸入性ポリマー取扱事業場への対応 

  架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物の吸入性粉じん（以下「吸入性ポリ

マー」という。）を製造し、又は取り扱う事業場（過去に製造し、又は取り扱

っていた事業場を含む。以下「吸入性ポリマー取扱事業場」という。）につい

て、次の（１）から（４）までの通り、報告のとりまとめや調査等を行うこと。 

（１）事業場からの報告のとりまとめ 

関係局通知の要請に基づき、各都道府県労働局（以下「局」という。）又

は各労働基準監督署（以下「署」という。）に提出された関係局通知の別添

様式（以下「事業場報告様式」という。）については、局ごとに別紙様式（以

１ 年 保 存 

機 密 性 ２ 

有 ・ 無制限 

平成 29 年６月 22 日から 

平成 31 年３月３１日まで 



下「本省報告様式」という。）にとりまとめの上、当課担当官あてに７月 14

日（金）までにメールで送付すること。 

その他、吸入性ポリマー取扱事業場を局署独自等により把握した場合も、

所轄署から、関係局通知と同様に要請を行い、その後、提出のあった事業場

報告様式については上記とあわせてとりまとめて本省に報告すること。 

７月 14 日までの当初とりまとめ以降に、事業場から報告様式が提出され

た場合は、その都度遅滞なく、前回の本省報告様式にその内容を加筆し、同

様に担当官あて報告を行うこと。 

（２）事業場に対する報告の勧奨 

   吸入性ポリマーメーカー等から流通先事業場の一覧が得られた場合は、

各局に共有するので、当該情報を活用し、流通先事業場への督促等を行うこ

と。 

（３）吸入性ポリマー取扱経験者に対する肺に関する検査の実施 

吸入性ポリマー取扱事業場について、次のア及びイについて指導を行う

こと。指導は、署長名の文書要請（参考例：別紙１）のほか、署担当官によ

る安全衛生指導書の交付その他の方法により行うことでも差し支えない。 

  ア 肺に関する精密検査 

関係局通知の要請書例の記の２に基づく「②肺に関する精密検査の結

果」の報告については、精密検査の実施後遅滞なく報告するよう、要精密

検査候補者等がいると報告のあった事業場に対して、改めて説明するこ

と。

精密検査の結果、肺疾患が認められなかった場合の報告は、事業

場報告様式の欄外にその旨を記入させる等により対応すること（様式自

由）。精密検査の医師診断が、一定期間後の「再検査」である場合は、再

検査の報告を行うよう指導し、再検査の結果の報告を受けること。 

なお、関係局通知の要請書例の記の２の「ＣＴなどの精密検査」の内容

については、健康診断結果や産業医の意見等を踏まえ事業者が決定すべ

きものであるが、一般的には、胸部エックス線特殊撮影による検査（ＣＴ）、

所見等に応じて胸部高分解能エックス線特殊撮影による検査（ＨＲＣＴ）

が考えられること。 

  イ 若年齢労働者に対する胸部エックス線検査 

一般健康診断における胸部エックス線検査の項目は、若年齢労働者（40

歳未満で、25 歳、30 歳又は 35 歳のいずれにも該当しない者をいう。）に

ついては、自覚症状及び他覚症状、既往歴等を勘案し、医師が総合的に判

断して必要が無いと認める場合は、省略できることとされている。 

吸入性ポリマーの取扱歴のある若年齢労働者については、次回の一般

健康診断において必要な検査が実施されるよう、健康診断の実施医師が

勘案する情報として、当該取扱歴を医師に伝えることについて、吸入性ポ

リマー取扱事業場に対して指導を行うこと。 



    なお、常時使用する労働者以外の労働者が吸入性ポリマーを取り扱っ

たことのある場合には、その労働者についても、胸部エックス線検査等必

要な健康診断の実施を指導すること。 

（４） への調査 

 ア 対象事業場 

   

 

 イ ばく露状況の調査等 

   事業場における吸入性ポリマーへのばく露状況等の調査を実施すること。

報告の内容には、少なくとも別紙２に掲げる事項を含めること。なお、労働

者本人への聞き取りは必ずしも行う必要は無いこと。 

また、吸入性ポリマーのばく露防止について必要な指導を行うこと。 

 ウ 調査の報告期限 

   ６月末までの報告で把握した事業場については遅くとも７月末までを目

途に、それ以降に把握したときは把握後遅滞なく、本省担当官あて調査結果

を報告すること。 

 

３ その他 

  吸入性ポリマーの国内の最も先次の譲渡・提供元として、関係局通知に記載

の４社以外を把握した場合は、メールや電話で本省担当官あて遅滞なく連絡

すること。 

 

担当： 

労働基準局安全衛生部 

化学物質対策課 

中央労働衛生専門官 小林弦太 

（電 話）03(5253)1111（内線 5515） 

（E-ﾒｰﾙ）  

労働衛生課 

中央じん肺審査医 小林沙織 

（電 話）03(5253)1111（内線 5491） 

（E-ﾒｰﾙ）  

※本省報告は２名両方にメールすること 



基安労発 0428 第１号 

基安化発 0428 第１号 

平成 29 年４月 28 日 

 

 

 労働局 

     労働基準部長 殿 

 

 

                   厚生労働省労働基準局安全衛生部 

労 働 衛 生 課 長 

化学物質対策課長 

                            （ 契 印 省 略 ) 

 

 

特定の吸入性有機粉じんによる肺疾患の防止の要請に当たって 

留意すべき事項について 

 

 

 平成 29 年４月 28 日付け基安発 0428 第１号「特定の吸入性有機粉じんによる

肺疾患の防止の要請について」（以下「部長通知」という。）において、関係製

造事業者等に対する要請の指示がなされたところですが、その実施に当たって

留意すべき事項を下記の通り示しますので、ご対応をお願いします。 

 

記 

 

１ 対象事業場 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 年 保 存 

機 密 性 ２ 

有 ・ 無制限 

平成 29 年４月 28 日から 

平成 31 年３月３１日まで 



   

 

 

 

 

２ 報告の徴収 

  上記１の対象事業場への要請については、別添を参考に要請書の交付によ

り行うこと。 

  上記１の対象事業場から要請を受けた流通先事業場による報告の提出先は、

部長通知において、それぞれ、当該流通先事業場の所轄の労働基準監督署（以

下「署」という。）（又は都道府県労働局（以下「局」という。）としているこ

と。 

  「流通先」には、直接の譲渡・提供先だけでなく、吸入性粉じんの形でさ

らに譲渡・提供されていれば、当該譲渡・提供先も含まれること。なお、液

状化して提供されるなど、吸入性粉じんとして取り扱わない譲渡・提供先は

対象外であること。 

  流通先事業場が、事業場名を明かしたくないとの理由により、所轄署（又

は所轄局）への報告を拒む場合は、上記１の対象事業場を通じて流通先事業

場名を伏した上で、上記１の対象事業場の所轄署へ報告するようお願いする

こと。その際、流通先事業場の所在都道府県名を把握するよう努めること。 

  上記１の対象事業場から、 

・流通先事業場数 

・流通先事業場ごとの所在都道府県名 

・流通先事業場名 

を把握するよう努めること。 

 

３ 本省への報告 

  各流通先からの報告の提出状況を集計に活用するため、上記１の対象事業

場の 

 ・流通先事業場数 

・流通先事業場ごとの所在都道府県名 

 ・流通先事業場名 

 を５月末目途に当課担当官あてメール等で報告すること。 

  協力が得られなかった場合は、その旨報告すること。 

  なお、流通先事業場から所轄署又は所轄局に報告があった際の対応は、別

途、各都道府県労働局あて指示するところによること。 

 

担当： 

労働基準局安全衛生部 



化学物質対策課 中央労働衛生専門官 小林弦太（本省 内線 5515） 

（E-ﾒｰﾙ）  

労働衛生課 中央じん肺診査医 小林沙織（本省 内線 5495） 

（E-ﾒｰﾙ）  

 



 

 

（文書番号） 

平成 29 年●月●日 

 

 

 

●●株式会社 

代表取締役 ●● 殿 

 

 

●●労働基準監督署長 

 

 

 

特定の吸入性有機粉じんによる肺疾患の防止について（要請） 

 

 

 国内の製造事業場において、複数の労働者に肺組織の繊維化、間質性肺炎、肺気腫、気

胸等の肺疾患が発症している事案が明らかになりました（別紙）。 

独立行政法人労働者健康安全機構の協力も得て作業実態等について調査を行ったとこ

ろ、これまでに、肺疾患を発症した労働者に共通する状況として、同工場内で製造してい

る架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物を主成分とする吸入性粉じんに日常的に高濃度

でばく露し、多くがばく露開始から２年前後の短期間の間に肺疾患を発症していたことが

判明しています。 

厚生労働省では、引き続き原因究明のための調査を実施していますが、同種事案を防止

するため、貴社の製造事業場（関係請負人を含む。）における下記措置を徹底するとともに、

貴社製品（吸入性粉じん）の流通先に対して下記措置を周知・徹底するようお願い申し上

げます。 

あわせて、下記のうち２及び３の報告については、添付の様式により、６月 30 日まで

に、それぞれの事業場の所轄の労働局又は労働基準監督署あて、ご報告いただくようお願

い申し上げます。 

 

記 

 

１ ばく露防止措置等の徹底 

  架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物の吸入性粉じんを扱う事業場においては、同

粉じんの発散防止抑制措置や呼吸用保護具の着用など、ばく露防止措置を講じること。 

 

別添 



 

 

２ 労働者等に対する健康管理の実施等 

一般健康診断の胸部Ｘ線の検査の結果、肺組織の繊維化、間質性肺炎、肺気腫、気胸

等に関する所見があった場合は、ＣＴなどの精密検査を実施することが望ましいこと。

また、この物質を取り扱ったことのある労働者であって既に退職している者に対して、

同検査の受検を勧奨することが望ましいこと。 

これらの労働者及び退職者について、①一般健康診断における胸部エックス線検査の

所見の有無、②肺に関する精密検査の結果等については、所轄の労働局又は労働基準監

督署にご報告いただきたいこと。 

 

３ 肺疾患の発生状況の把握と報告 

  事業場の労働者又は退職者に、肺組織の繊維化、間質性肺炎、肺気腫、気胸等の肺疾

患が見られた場合は、所轄の労働局又は労働基準監督署にご報告いただきたいこと。 

 

連絡先： 

 ○○労働基準監督署 

 △△課 ×× ×× 

 TEL ▽▽-▽▽ 

 

 

 



樹脂等を製造する化学工場における肺疾患事案について 

 

１ 事業場の概要 

  業種：化学工業（樹脂等を製造する工場で製品の包装等を実施） 

  労働者数：数十人（構内請負業者） 

 

２ 事案概要 

○ 肺疾患を発症したのは、A社の B工場の構内請負業者 C社の労働者６名。６名は B工

場の作業場で製品（架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物の粉末）の包装業務とし

て、投入、計量、袋詰め、梱包、運搬などの作業を行っていた。発症時の年齢は、20

代～40 代。 

○ 労働者に発症した肺疾患は、肺組織の繊維化、間質性肺炎、肺気腫、気胸など。 

○ ６名は、いずれも C 社に雇用されてから肺疾患を発症するまでに他の作業場勤務は

なく、当該作業場で継続的に就業していた。現在は、６名とも別の作業場へ配置転換

されている。 

○ 疾患が発生した作業場については、既に平成 28年５月に労働基準監督署が立ち入り、

局所排気装置の改善などの発散抑制措置や防護性能の高いマスク（電動ファン付呼吸

用保護具）の着用などを指導している。 

○ 当該事業場は、監督署の指導事項について所要の措置を講じており、厚生労働省で

は、今後も専門家と相談しつつ、必要に応じて追加的な指導を行っていく。 

○ 厚生労働省では、労働者健康安全機構に依頼し、災害調査結果の分析や本物質の有

害性に係る検討など、原因究明を進めていく。 

 

別紙 



化学物質「架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物」について 

○ 医薬品や化粧品を製造する際の中間体として使用される。なお、消費者等に提供される

最終製品である医薬品や化粧品が、元の吸入性粉じんに戻ることはない。 

○ アクリル酸を単量体（モノマー）とする高分子化合物であり、その重合体（ポリマー）

を架橋剤と反応させることで架橋構造を有している。不純物として、重合反応を行う際に

用いた溶媒なども含有している。単量体（モノマー）として、アクリル酸のほか、別の化

学物質を共重合させた製品もある。 

○ 外観は、白い粉末状。 

○ 肺に対する有害性の文献情報は、これまで確認されていない。 

 

○ 肺組織の繊維化は無機粉じんの吸入により引き起こされることは良く知られているが、

本物質（架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物）を含め、有機粉じんにより発症すると

の確立した知見はなく、労働安全衛生法令による措置義務の対象になっていない。 

 

【参考図１ アクリル酸高分子化合物の基本構造】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考図２ 高分子化合物の架橋構造（イメージ図）】 

CH CH2 

（参考資料）

別紙２ 

COOH n 

架橋 

架橋剤 

で架橋 

１本の鎖状だったものが枝分かれし 

網目構造などになる 

-CH2-CH-CH2-CH-CH2-CH-CH2- 

COOH  COOH  COOH 

モノマー ポリマー 



別添様式

提出日　平成　　　年　　　月　　　日

提出先： 労働局

労働基準監督署

報告事業場名：

一般健康診断の
直近の実施日　　：
　　（注２）

架橋型アクリル酸系
水溶性高分子化合物
（粉体）の作業に、現
在、従事している者

架橋型アクリル酸系
水溶性高分子化合物
（粉体）の作業から、
現在は離れている者

受診者数
うち一般健康診断における胸
部X線検査において所見「有」
だった者

人 人 人

（うち　　　　　　　　人） （うち　　　　　　　　人） （うち　　　　　　　　人）

注１：退職者など確認が困難な場合や、確認に時間がかかる場合は、「不明」「確認中」などとご記入ください。
注２：一般健康診断の「直近の実施日」は、労働者によって異なる場合は、全部を列挙ください。

架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物（粉体）の　取扱作業の概要：
（記入例）購入した粉末状の物質を、製造設備に投入する作業に、昼夜３交替４グループが５人ずつ計２０人が従事している。
　　　　　投入場所では、局所排気装置はないが、全体換気装置を設置し、使い捨て防じんマスクを使用している。
　　　　　反応槽から出てきたものは、粉末ではなく、液状になっており、粉じんが発散するような作業はない。

架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物（粉体）の　購入元（企業名、国名）、購入量、販売先：
（記入例）○○株式会社（日本）から購入、年間△kg、当社から粉体で販売することはない

架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物（粉体）の取扱事業場の
肺疾患発生状況や健康診断結果　調べ

架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物（粉体）の取扱経験者
（ うち 肺疾患の有病歴有り ）

人人

労働者

退職者
（注１）

架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物（粉体）の
取扱経験者に対して直近に実施した、一般健康診断の結果



本省報告様式

提出日　平成　　　年　　　月　　　日

報告労働局名：

現在、従
事してい
る者

うち 肺疾
患の有
病歴有り

現在は
離れてい
る者（過
去従事
者）

うち 肺疾
患の有
病歴有り

うち 肺疾
患の有
病歴有り

直近の
実施日

受診者数

うち胸部
X線検査
での有
所見数

0人 0人 0人 0人 0人 0人 H29.1.1 0人 0人

注：「製品の製造元」欄は、 と記入すること。
　　その他のメーカー等の場合は具体的に記入すること。
注：本省への提出に当たっては、局ごとにとりまとめのこと。

架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物（粉体）の取扱事業場の肺疾患発生状況や健康診断結果　調べ（とりまとめ）

労働者

製品の製造元
（※）

事業場名署名

都道府県番
号

局名

架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物（粉体）の
取扱経験者

（肺疾患の病歴の有無）

退職者

架橋型アクリル酸系水溶性
高分子化合物（粉体）の取扱
経験者に対して直近に実施
した、一般健康診断の結果



 

別紙２ 調査の報告事項 

 

１ 調査すべき事項 

  本省への調査結果の報告については、少なくとも次の事項を含めること（調

査の結果、不明であった場合を除く）。 

 ア 吸入性ポリマー関係 

  ・事業場における吸入性ポリマーに関する各作業の概要 

  ・事業場における吸入性ポリマーに関する各作業の作業管理の状況。特に、

保護具の種類と使用状況。 

  ・事業場における吸入性ポリマーに関する各作業の作業環境管理の状況。

特に、排気・換気の状況。その他、吸入性ポリマーについて作業環境測

定を実施している場合はその結果の概要。 

  ・上記３項目について、肺疾患有病歴者が吸入性ポリマーに関する各作業

のうちいずれの作業に従事していたか。 

  ・吸入性ポリマーを取り扱ったことのある労働者・退職者の健康診断の結

果の記録。特に、一般健康診断の胸部エックス線検査及び喀痰検査の結

果。肺疾患有病歴者がじん肺健診を受診している場合は、その結果。 

イ その他の要因 

  ・肺疾患有病歴者が従事した粉じん作業の有無、有りの場合は概要 

・肺疾患有病歴者の喫煙歴 

・事業場における受動喫煙防止対策の状況 

 

２ その他 

  事業場に対して、ばく露防止対策について必要な指導を行うほか、必要に

応じて次の事項を指導・勧奨すること。 

 ・「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」に基づ

く措置 

 ・平成 24 年５月９日付け基発 0509 第 7号「特定健康診査等の実施に関する

再協力依頼について」（同旨平成 20 年 1 月 17 日付け基発第 0117002 号）

の記２の（１）に基づく、一般健康診断のおける喫煙歴の聴取の実施 

 

 



事業場報告様式
を受理

【参考図】吸入性ポリマー取扱事業場への対応

本省へ報告

記２（１）関係
・本省報告様式（〆7/14）
・その後把握は随時遅滞なく

・７月以降
事業場に適宜督促
（記２（２）関係）

・メーカー管轄署
から６月末までの
提出を要請済




